長江デルタにおける労務派遣を巡る企業と労働者 : 労務派遣の現実 by 孫 璇
松 山 大 学 論 集
第 29 巻 第 5 号 抜 刷
2017 年 12 月 発 行
長江デルタにおける労務派遣を巡る企業と労働者
――労務派遣の現実――
孫 璇
長江デルタにおける労務派遣を巡る企業と労働者
――労務派遣の現実――
孫 璇
目 次
はじめに
Ⅰ 調査地概況――長江デルタの経済構造――
1 長江デルタの経済発展
2 長江デルタの経済構造
Ⅱ 長江デルタにおける労務派遣会社の行動様式
1 Ｙ集団（上海）公司
2 蘇州市Ｃ人力資源有限公司
Ⅲ 長江デルタにおける労務派遣先企業の行動様式
1 労務派遣先企業に対する聞き取り調査
⑴ Ｐ集団（上海）有限公司
⑵ 蘇州Ｍ有限公司
⑶ 蘇州Ｙ金属製品有限公司
⑷ 蘇州Ｄ工業有限公司
2 労務派遣先企業に対するアンケート調査
⑴ 労働者の年齢構成
⑵ 労働者の戸籍
⑶ 労働者の学歴構成
⑷ 労働者の勤務期間
⑸ 労働者の仕事内容及び賃金
⑹ 労働者の不満
Ⅳ 長江デルタにおける労務派遣を巡る企業と労働者
――若干の総括――
1 「労務派遣暫定規定」（2014）の10％の人数制限
2 同一労働同一報酬の不徹底
3 制度上の労働者保護の方針と現実の労働組合の加入率の低さ
終わりに
は じ め に
労働者派遣は経済のグローバル化を背景に，補助的な雇用形態として多くの
国で展開された。中国は，1979年から外資系企業に労働者を派遣することか
ら始まり，90年代より急展開し，特に2008年の「労働契約法」の施行に伴い，
予想以上に派遣労働者の数が増え，発展した。その発展の背後には，コストダ
ウン，雇用の柔軟性を追求するという企業の目的があり，失業問題及び出稼ぎ
労働者の就業問題を解決するという政府の目的でもある。労務派遣の「繁栄」
は上述の問題の解決に寄与したが，「派遣労働者が差別される問題」，「派遣労
働者の権益問題」，「偽装請負」など深刻な課題を抱えている。本稿は，中国に
おける労務派遣に注目し，現地での考察を通して，その運用の実態を明らかに
したい。
中国は13億の人口を有し，国土面積は960万 km2の大国である。2015年に
おける一人当たり GDP（図2）を順にみると，上位である天津市，北京市，
上海市，江蘇省，浙江省は，それぞれ，「環渤海経済圏」，「長江デルタ経済圏」
となる。地域を限定したほうが中国における労務派遣の姿をより的確に捉えら
れると考え，本稿は，「長江デルタ経済圏」における労務派遣の現状を分析す
ることにした。
Ⅰ 調査地概況――長江デルタ1）の経済構造――
1 長江デルタの経済発展
1978年12月に，中国共産党第11期中央委員会第3回全体会議が北京で開
催され，改革開放路線の実施を定めた。1980年8月26日に，第5期全国人民
1）長江デルタの地理的な範囲：2010年6月7日に，中国国家発展改革委員会が「長江デルタ
地区地域計画」を公表した。これにより，長江デルタの範囲は，上海市，江蘇省（南京，
蘇州，無錫，常州，鎮江，揚州，泰州，南通）及び浙江省（杭州，寧波，湖州，嘉興，紹興，
舟山，台州），合わせて16都市を中核地域とする。本稿ではこの「計画」を参照しながら，
1市2省（上海市，江蘇省，浙江省）について考察する。
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代表大会常務委員会第15回会議で，広東省に深圳，珠海，汕頭の3つの経済
特区を設置することを許可し，同時に「広東省経済特区条例」2）を公布した。
同年の10月7日に，国務院が厦門経済特区の設置を認めた。鄧小平は1984年
1月24日から2月15日にかけて，深圳，珠海，厦門の経済特区を視察し，
「経済特区は窓口である。それは技術の窓口であり，管理の窓口であり，知識
の窓口であり，対外政策の窓口でもある」と，経済特区の発展を評価した。3）こ
れを契機に，1984年5月に，国務院は大連，秦皇島，天津，煙台，青島，連雲
港，南通，上海，寧波，温州，福州，広州，湛江，北海，合計14ヵ所を沿海
開放都市に選定した。このうち，上海の他，江蘇省の連雲港，南通，浙江省の
寧波，温州の合計5都市が含まれた。これは中国政府が長江下流域を経済成長
の牽引役として認めたことを示している。
1985年1月25日から31日まで北京で長江・珠江デルタ及び 南厦漳泉デ
ルタ4）地区座談会が開かれ，長江デルタ，珠江デルタ， 南厦漳泉デルタを経
済開放区として設置することは，沿海地域の経済発展，内陸経済発展の促進に
2）「広東省経済特区条例」（1980）：1980年8月26日第5期全国人民代表大会常務委員会第
15回会議に可決・施行された。主旨は外国人，華僑，香港・マカオの同胞及びその会社，
企業（以下，客商と称する）が投資，または中国側と合資で工場を設立し，企業やその他
の事業を行うことを奨励する。輸出志向型企業の誘致に重点を置き，客商に優遇措置を与
える。例えば：①土地使用に関しては，特区の土地は中華人民共和国の所有である。客商
がその土地を利用する場合，実際の必要性に応じ提供し，その使用年限と支払方法に関し
ては，それぞれの業界と用途に応じて優遇措置を与える（第12条）。②関税に関しては，
特区の企業は生産が必要な機械設備，部品，原材料，運送道具とそのほかの生産資料を輸
入する場合，輸入税を免除する。必要な生活用品については，具体的な状況に基づき課税，
または減免する（第13条）。③租税に関しては，特区の企業の所得税が15％とする（第
14条）。④客商が所得税を納めた後の合法的な利潤，特区企業の外国籍従業員，華僑従業
員，香港・マカオ従業員は個人所得税を納めた後の所得及びその他の収入は，特区外国為
替管理法に基づいて送金することができる（第15条）。⑤客商は得た利潤を再投資する場
合，その期間が5年以上であれば，再投資部分の所得税の減免を申請できる（第16条）。
⑥特区企業は国内で生産された機械設備，原材料及び他の生産物資を利用することが奨励
されており，外貨決済を条件に，当時の同等の商品の輸出価格に従って優遇する（第17
条）。⑦特区に出入りする外国籍の人員，華僑及び香港・マカオ同胞は，出入国の手続き
を簡潔化し，便宜を提供する（第18条）。
3）人民網：「鄧小平経済特区思想的豊富内容和時代意義」http://www.people.com.cn/GB/
shizheng/1026/2787246.html，2017年10月20日アクセス。
4） 南厦漳泉デルタ：厦門市，漳州市，泉州市の総称。
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重要な意義を持つと確認された。長江デルタ，珠江デルタ， 南厦漳泉デルタ
は，輸出入の重要基地であり，外資を導入することを通して，雇用を創出する。
また，輸出志向型企業の発展を促し，国際市場を開拓し，外貨の獲得を目指し
ている。1990年4月18日に，中国国務院李鵬総理は浦東開発の計画を公布し，
1992年10月に開催された中国共産党第14回全国代表大会で江沢民総書記は
「上海浦東の開発をはじめ，長江沿岸都市をさらに開放し，上海を国際経済，
金融，貿易センターに成長させ，長江デルタの更なる飛躍を推進させる」5）と
指示した。これによって，1990年代後半になると，上海をはじめ，長江デル
タ地域への外資系企業の進出が進んでいった。一連の改革開放政策の実施によ
り，長江デルタは中国経済の最も活発な地域となり，今世紀に入り，長江デル
タの経済発展も新たな段階に入った。
2 長江デルタの経済構造
まず，単独で上海市，江蘇省，浙江省における主要経済データを概観してみ
る。
上海は長江の河口南岸に位置し，南北それぞれ江蘇省と浙江省に隣接して
いる。面積は日本の群馬県（6，363km2）とほぼ同じ6，340．50km2であるが，
中国全土の面積の約0．07％にすぎない。北京市，天津市，重慶市とともに中
国の中央直轄市で，省・自治区と同格の一級行政単位である。表1で示したよ
うに，2015年年末時点の常住人口はすでに2，415万人に達し，都市化はかな
り進み，都市化率は87．6％に達している。上海の域内総生産は，2015年には
25，123．45億元に達しており，そのうち，第一次産業は0．44％，第二次産業は
31．81％，第三次産業は67．76％をそれぞれ占めている。また，1990年から第
一次産業，第二次産業の全体に占める割合は低下しつつあり，その代わりに，
第三次産業の割合が上昇しつつある。対外貿易における輸出入額をみると，
5）黄建栄（2001）：「浦東新区建立過程中的政策制定研究」，『馬克思主義与現実』2001年第
6期，68頁。
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2015年の輸出入総額は4，517．33億ドル（そのうち，輸出額：1，969．69億ドル，
輸入額：2，547．64億ドル）で，2000年の輸出入総額の約8倍である（図3）。
さらに，外資系による直接投資額からみると，2015年は184．59億ドルに上り，
2000年の約6倍である。全国面積の0．07％しか占めないが，全人口の1．7％
を占める上海市は，2015年に創出した GRPは，中央直轄市の中で最も多く，
全国では12位だった（図1）。一人当たり GRPでは，天津，北京に次ぐ第3
位だった（図2）。改革開放してから約40年間，上海は長江デルタの「龍頭」
として，中国の経済発展を牽引し，高い経済成長を実現した。
江蘇省は北部を山東省，西部を安徽省，南部は浙江省・上海市と接し，東は
東海に面している。面積は10．72万 km2であり，中国全土面積の1．1％を占め
ている。2015年年末時点の常住人口は7，976万人に達し，一人当たりの平均
国土面積は中国全体における最も少ない省である。2015年江蘇省域内総生産
は70，116．38億元に達しており，中国全体の10．23％を占めている。そのうち，
図1 2015年における地域別GRP
出所：『中国統計年鑑』2016年版より作成。
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産業構造の第一次産業，第二次産業，第三次産業の比は5．68：45．7：48．61と
なっている。上海は一次産業，二次産業と比べ，1990年代から三次産業の GDP
の増加が顕著だったが，江蘇省では1990年代以来，第二次産業における生産
額はほぼ全体の4割から5割を占めている。一人当たり GRPは87，995元，天
津，北京，上海に次ぐ第4位だった。江蘇省の経済成長率は2000から2012年
は2桁の成長率が続き，2013年以降は1桁成長に下落したが，なお中国全体
の成長率を上回っている。対外貿易（図4）に関しては，輸出額は3，386．68
億ドルで，輸入額は2，069．45億ドルである。外資系企業の直接投資に関して
は，2015年の実行額が242．75億ドルに達し，2012年をピークに，2013年か
ら少しずつ減少していく傾向が見られる。
浙江省は面積10．55万 km2で，中国全体に占める割合は1．1％である。2015
年末の常住人口は5，539万人に達している。2015年における浙江省域内総生産
は42，886．49億元に達しており，中国全体の6．26％を占めている。そのうち，
図2 2015年における地域別一人当たりGRP
出所：『中国統計年鑑』2016年版より作成。
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図3 上海市における対外貿易の推移（2000年～2015年）
出所：『上海統計年鑑』各年版より作成。
図4 江蘇省における対外貿易の推移（2000年～2015年）
出所：『江蘇統計年鑑』各年版より作成。
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産業構造の第一次産業，第二次産業，第三次産業の比例は4．27：45．96：49．76
となっている。また，近年は二次産業の伸びに比べ，三次産業の伸びの方が高
くなっている。一人当たり GRPは77，644元で，天津，北京，上海，江蘇に次
ぐ第5位である。経済成長率からみると，2007年は14．7％の成長率を記録し，
その後の金融危機の影響で，2009年は8．9％までに下落した。その後は成長率
が少し伸びたが，減少傾向を呈している。対外貿易（図5）に関しては，2015
年の輸出額は2，763．32億ドルで，輸入額は704．52億ドルであり，輸出額は輸
入額の4倍近く上回っている。輸出額が大幅に輸入額を上回っているのがこの
地域の対外貿易の一つの特徴と言えよう。また，外資系企業の直接投資に関し
ては，緩やかな増加傾向があり，2015年の実行額は169．6億ドルに達した。
長江デルタ（上海市，江蘇省，浙江省）は総面積21．9万 km2，中国全土の
2％に過ぎないが，人口は，1億5，930万人で，全体の11．59％を占めている。
そして，この地域の GDPが中国全体の5分の1程度を占め，一人当たり GDP
を見ても，上海，江蘇省，浙江省はそれぞれ3位，4位，5位の座にある。経
図5 浙江省における対外貿易の推移（2000年～2015年）
出所：『浙江統計年鑑』各年版より作成。
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済成長率（図6）から見ても，中国全体の水準を上回っていて，中国経済の飛
躍的発展の牽引役を果たしていることが明らかになった。
以上，長江デルタの経済構成について考察してきた。長江デルタにおける労
務派遣の現実を究明するため，筆者らは2017年に長江デルタの上海市，蘇州
市の労務派遣先企業及び労務派遣会社を訪問し，労務派遣に関する聞き取り及
びアンケート調査を実施した。6）聞き取りの内容は，労務派遣業に関する具体的
な運営の実態，法規制の調整などに伴う派遣先及び派遣元の対応，労働者の権
利保護などを基本とした。アンケート調査の内容は，労働者の特性（性別，年
齢，戸籍，学歴），企業側の労務管理（募集ルート，雇用形態，賃金方式及び
6）2017年2月と7月，筆者は松山大学経済学部の加藤光一教授と，博士後期課程の李萌と
3人で，中国の深圳，東莞，上海，蘇州へ足を運び，労務派遣先企業「Ｐ集団（上海）有
限公司」，「蘇州Ｍ有限公司」，「蘇州Ｙ金属製品有限公司」，「蘇州Ｄ工業有限公司」と労務
派遣会社「Ｙ集団（上海）公司」，「蘇州市Ｃ人力資源有限公司」を回り，聞き取り調査と
アンケート調査を実施した。
図6 長江デルタにおける経済成長率の推移
出所：『中国統計年鑑』各年版より作成。
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賃金，残業時間），労働者の勤労意欲及び企業に対する満足度等の内容が含ま
れている。労務派遣は当然，企業の形態，業種，地域などの違いにより，それ
ぞれ異なる様態を呈しているが，実証的研究を通して労務派遣に対する立体的
理解を深めたい。
Ⅱ 長江デルタにおける労務派遣会社の行動様式
中国における人材サービス業は，国有，民営，外資などが混在している。
「2016年人力資源市場統計報告」7）によると，2016年末まで，人力資源サービ
ス機構は26，695ヵ所，就業人員は552，828人に上った。地方政府人力資源社
会保障部門が設立した人材サービス機構は5，262ヵ所（19．7％），国有の人力
資源サービス企業は1，493ヵ所（5．6％），民営は18，859ヵ所（70．6％），外資
系及び港澳台系は227ヵ所（0．9％），その他は854ヵ所（3．2％）である。人
力資源サービス機構の主な業務内容は，①ヘッドハンティング・人材紹介サー
ビス，②労務派遣やアウトソーシングサービス，③コンサルティングサービス，
④流動人員8）の䈕案（個人履歴情報）管理サービスなどがある。
労務派遣会社に関しては，法律ではその設立条件や経営などを細かく規定し
ている。2008年に施行された「労働契約法」の中で，労務派遣会社は会社法
の関連規定に基づき設立し，登録資本金は50万元を下回ってはならないと定
めたが，2012年の「労働契約法の修正に関する決定」では，その登録資本金
は200万元までに引き上げられた。また，経営に関しては，「労働行政部門の
行政許可を申請し，許可を経て，相応の会社登記を行わなければならない。如
何なる単位及び個人も許可無く労務派遣業務を行ってはならない」と事前許可
制度を導入し，労務派遣会社の乱立をコントロールしようとしている。今回
は，上海にあるＹ集団（上海）公司，蘇州にある蘇州市Ｃ人力資源有限公司を
7）中華人民共和国中央人民政府網：「2016年人力資源市場統計報告」http://www.gov.cn/
xinwen/2017-06/05/content_5199966.htm，2017年5月20日アクセス。
8）流動人員：戸籍所在地を離れ，仕事或いは生活のために，非戸籍地に居住している人の
こと。
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訪問し，労務派遣に関する実際の運営状況，派遣労働者の賃金・待遇，法規制
に伴う派遣先及び派遣元の対応などを中心に考察した。
調査事例1 調査事例2
Ｙ集団（上海）公司 蘇州市Ｃ人力資源有限公司
企
業
特
性
所在地 上海市静安区 蘇州市呉中区
設立年 2003年 2002年
採用ルート 不明
各地域の仲介チームを通して労働
者を募集する。
派
遣
労
働
者
の
属
性
出身地
長江デルタの江蘇省・浙江省・
上海市，安徽省など
江蘇省，安徽省，河南省，遼寧省
など
学歴 派遣先の要望に応じる。 不明
派
遣
労
働
者
の
賃
金
・
待
遇
等
派遣先 国有企業，外資系企業 主に日系企業の製造会社
派遣期間 2年間（更新あり） 1年間（更新あり）
職務内容 派遣先の要望に応じる。 生産ラインの作業員
賃金構成 基本給＋各種手当
基本給＋各種手当
平均賃金：3，500元～4，000元／月
社会保険の納付 5険1金
大企業：5険1金
一部の中小企業：社会保険を納付
しない，その代わりに商業保険を
契約する。
正社員への登用 あり（少数） あり（少数）
労働組合の加入状況
労働組合は設立しているが，派
遣労働者は労働組合に加入して
いない。
労働組合は設立していない。派遣
労働者は派遣先の労働組合にも加
入していない。
総労働者に占める派
遣労働者の比率
10％遵守
大企業は10％遵守，一部の中小
企業は，派遣業務をアウトソーシ
ングに転換（偽装請負）。「労務派遣暫定規定」
の実施に対する対応
派遣業務からアウトソーシング
業務へと切り替えの傾向が強く
なってきている。
表2 労務派遣会社に対する聞き取り調査
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1 Ｙ集団（上海）公司
Ｙ集団は2003年に北京で設立され，事業の拡大に伴い，現在は北京，上海，
広州，深圳，西安，南京など中国主要都市及び海外に支店，事務所を約100ヵ所
設け，業務は中国の約300都市に及び，中国の大手金融機関，通信会社のほか，
日立，パナソニック，花王，ユニクロなどのグローバル企業や民営企業など，
約15，000社の顧客を抱え，860，000人を超える労働者にサービスを提供して
いる人材サービス集団である。
Ｙ集団の業務内容は①人事アウトソーシングサービス（人事代理，労務派
遣，賃金管理），②業務アウトソーシングサービス（BPO，9）職位アウトソーシ
ング），③採用アウトソーシングサービス（RPO，10）ヘッドハンティング），④福
利サービス（商業保険，健康管理），⑤法務コンサルティングサービス（商事
交渉，訴訟サポート，リスクコントロール），⑥教育訓練アウトソーシングサ
ービス，⑦その他のサービス，合わせて7つの分野に跨っている。
今回，調査の対象としたのは上海市静安区にあるＹ集団の上海運営センター
である。担当者からの聞き取りによると，「今までの企業の人事部は，たとえ
労働者一人の募集であっても，面接，労働契約の締結，給料や保険料の納付，
人事䈕案（個人履歴情報）の管理，退職時の経済補償金の支給など一連の仕事
をしなければならず，非常に煩雑である。また，中国では労働法制や最低賃金，
社会保険などの政策の調整が比較的早く，企業の人事部門が迅速に把握できな
い場合がある。そのため，現在，ますます多くの企業が雇用や業務の一部，特
に周辺業務をアウトソーシングし，その代わりに中核業務と管理職各層の人材
獲得に力を入れている」とのことである。
派遣の種類：Ｙ集団の労務派遣は①完全派遣，②移転派遣，③短期或いは項
目派遣の3種類に分けられる。完全派遣とは，派遣労働者の面接，採用，教育
訓練，賃金及び社会保険料の納付，安全衛生の管理などをすべて派遣会社に委
9）BPO : Business Process Outsourcing，業務の外部委託。
10）RPO : Recruitment Process Outsourcing，採用代行。
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託すること。移転派遣とは，派遣先，すなわち企業側は自ら労働者の採用試験
を行い，決まった労働者を派遣会社と契約を締結させ，労働者の賃金，福利厚
生費などは派遣会社から支払い，派遣会社は労働紛争などにも対応する。短期
或いは項目派遣は，企業側の特定のプロジェクトのため，派遣会社に採用代行
を依頼し，専門的知識を持つ人材を派遣してもらう。①の完全派遣は主にブル
ーカラーの派遣に，②の移転派遣は主にホワイトカラーの派遣に，それぞれ利
用されている。
派遣労働者の出身・学歴・職位：派遣労働者の出身地からみると，長江デル
タの上海市，江蘇省，浙江省，安徽省がメインである。職位，学歴に関しては，
「派遣先の要望に応じる」としている。
派遣先・派遣期間・派遣労働者の賃金：Ｙ集団の派遣労働者は，国有企業，
民営企業，外資系企業に広く分布しているが，主な派遣先は国有企業と外資系
企業である。派遣期間に関して，Ｙ集団は派遣労働者と2年間の労働契約を締
結し，派遣先に派遣する。契約更新も可能である。派遣労働者の賃金は，基本
給と各種手当からなるが，具体的な内容は各企業の規定に基づき支給される。
社会保険に関しては，法律に従い「5険1金」を納付する。
正規化・法規制への対応：派遣労働者から正規労働者への登用については，
「正社員化はあるが，きわめて少ない」との回答である。また，「労務派遣暫定
規定」（2014）の派遣労働者数10％超禁止規定については，「雇用そのものを
委託する労務派遣から，業務の一部を委託するアウトソーシングサービスを利
用する企業が多くなってきた」との回答である。
2 蘇州市Ｃ人力資源有限公司
蘇州市Ｃ人力資源有限公司は，作業員の紹介，労務派遣を行う人材資源会社
である。2002年に下請け仲介業者（1号店舗）として起業し，2003年に2号
店舗，3号店舗，2006年に4号店舗を開業した。2010年に学生ワーカー業務
を開始し，2014年12月よりアウトソーシング（請負）業務を開始した。本部
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労務派遣
蘇州C人力
資源
人事代行
人事アウト
ソーシング
人材紹介 教育訓練
コンサル
ティング
を蘇州に置き，無錫，合肥，河南に支店を設けている。日系企業を中心に年間
数百人の作業員の紹介・派遣を通じ，現在，労務会社として，製造企業への人
材・資材・コンサルティングサービスを提供している（図7）。
Ｃ社の事務所でＲ総経理（中国人）とＦ副総経理（日本人）に会い，蘇州に
おける労務派遣業の運用状況について尋ねた。Ｒ総経理は，江蘇省の最北部の
塩城の出身で，中学校を卒業して，最初は上海で数年間働いた。地元でのネッ
トワークがあるため，蘇州の仲介業者で才能を試してみようと決意し，2002
年に下請けの仲介業者からスタートした。Ｆ副総経理は，最初は家電の OEM
を手掛けた商社の駐在員として，工場の生産管理の仕事をしていた。独学で中
国語を勉強し，中国人と結婚し，蘇州でＲ総経理と共同出資で，Ｃ社を立ち上
げた。Ｃ社は従業員が17人，そのうち事務スタッフ12人，支店の仲介スタッ
フは5人である。
図7 蘇州市Ｃ人力資源有限公司の事業内容
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図8 Ｃ社における労務派遣業務の流れ
派遣労働者募集の流れ：Ｃ社における派遣労働者の募集に関しては，以下の
手順による。まず，企業からの依頼を受け，「飛信」11）を利用して労働者募集の
情報を公開する。次に，仲介業者のチームは企業側の要求に応じて労働者を募
集し，派遣労働者をＣ社に推薦する。それから，Ｃ社から労働者を企業側に推薦
し，企業側は面接を行い，決まった労働者をＣ社と契約を締結させる（図8）。
主な派遣先：蘇州では基盤関係，iPhone関係の企業が多数存在しているた
め，組立産業では派遣労働者を多く使用している。派遣労働者の提供先は蘇州
三洋能源有限公司，日立電線（蘇州）有限公司，旭電機（蘇州）有限公司，神
田工業（蘇州）有限公司など，主に蘇州にある日系企業の製造会社に派遣労働
者（ブルーカラー）を派遣している。
労務派遣の費用・派遣労働者の賃金：労務派遣の費用は給料・保険代替支払
い＋サービス料＋50元（商業保険）12）である。Ｃ社に所属する派遣労働者の平
11）飛信（Fetion）：中国移動のサービスの一つであり，PCなどから無料で携帯と SMSの送
受信できる。PC以外にも iPhoneなどのスマートフォンでも使うことができる。
12）商業保険：ここでいう商業保険は①意外保険，②雇用者責任保険のことを指す。Ｆ副総
経理の話によると，中小企業では，とりわけ労働コストを安くしたい。それで，社会保険
の代わりに，商業保険を契約するケースがある。
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均賃金は3，500元／月～4，000元／月で，具体的な項目は，基本給（1，940元），
残業代（平日残業，休日残業），実績手当，皆勤手当，食事手当，社会保険か
らなる。社会保険の給付に関しては，大企業の場合は，法律に従い5険1金を
納付する。一部の中小企業で就業している派遣労働者は，短期間で離職するこ
とが多いため（平均2．5ヵ月），社会保険を納付するより，その分を給料とし
て支給してもらい，そのほうが手取りは多いと考える労働者もいる。「同じ職
位にいる派遣労働者の賃金と正規労働者の賃金の違いはあるか」という質問に
対し，「派遣労働者に対して，最低賃金はクリアしているが，同一労働同一賃
金は守っていない」との回答だった。
契約期間・離職率：Ｃ社は派遣労働者と1年間の雇用契約を結ぶ。優秀な人
材に対しては，更新することができる。「派遣労働者は，平均して2．5ヵ月で
離職する。労働契約法では2年間の労働契約を結ぶことを要求したが，2年間
勤続する労働者がいないのは現実である」とＦ副総経理は話す。
正規化：派遣労働者の正規化率は低い。労務派遣の場合，派遣会社は派遣先
から毎月サービス料を受け取る。しかし，例えば30人を派遣しているのに，
いきなりそのうちの10人を正規化すると言われたら，経営が立ち行かなくな
る。派遣会社の立場から見ると，正規化が進めば進めるほど，利益が出なくな
る。
法規制への対応：「2014年に実行する『労務派遣暫定規定』では派遣労働者
数は全従業員数の10％を超えてはいけないと規定した。これに対して，労務
派遣先，派遣会社側はどのように対応しているのか」という質問に対して，「大
企業は法律を遵守して，派遣労働者を減らし，正規化へ進むか，或いは周辺業
務の一部をアウトソーシングにするかという対策をとっているが，一部の中小
企業は市場競争に勝ち残るため，派遣労働者を10％に抑え，その代わりに元
の派遣業務を偽装請負に転換する企業もある」ということが明らかになった
（図9）。
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アウトソーシング
正規労働
労務派遣（10％）
偽装請負
図9 一部の偽装請負について
労働組合：Ｃ社では労働組合を設立していない。Ｃ社に所属する派遣労働者
も派遣先ではほとんど労働組合に加入していない。「派遣労働者は自分の権益
が損なわれたと判断した場合，労働組合に相談するだろうか」という質問に対
して，「個人の不満はあるが，労働組合を通して賃上げなどを要求することは
なかった」とのことだった。
Ⅲ 長江デルタにおける労務派遣先企業の行動様式
Ⅲでは，Ｐ集団（上海）有限公司（以下は上海Ｐ社），蘇州Ｍ有限公司（以
下は蘇州Ｍ社），蘇州Ｙ金属製品有限公司（以下は蘇州Ｙ社），蘇州Ｄ工業有限
公司（以下は蘇州Ｄ社）4つの労務派遣企業を代表事例として分析を行い，長
江デルタにおける労務派遣の現状を究明したい。上海のＰ社は，従業員が約
3，700人を抱え，派遣労働者を多数利用している大企業である。蘇州Ｍ社，蘇
州Ｙ社，蘇州Ｄ社は規模が小さいが，派遣労働者を利用していて，成長してい
る企業である。調査は，各企業を訪問し，企業の総経理或いは人事担当者に対
する聞き取り方式で行った。また，蘇州Ｍ社，蘇州Ｙ社，蘇州Ｄ社に対するア
ンケート調査に基づき，長江デルタの製造企業における労務派遣の特徴を明ら
かにしたい。
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企 業 （ 派 遣 先 ）
調査事例1 調査事例2 調査事例3 調査事例4
Ｐ集団（上海）有限公司 蘇州Ｍ有限公司 蘇州Ｙ金属製品有限公司 蘇州Ｄ工業有限公司
企
業
特
性
所在地 上海市虹口区 蘇州市高新区 蘇州市高新区 蘇州市呉中経済開発区
設立年 1980年代 2004年 2005年 2003年
事業内容
家電用電気機器，電化製
品，情報通信機器，住宅
関連機器などの生産，販
売，サービスを行う。
プラスティック光ファイ
バ加工と応用製品及び部
品加工，光ファイバ・セ
ンサ，光ファイバ・ライ
トガイドの設計・製造を
行っている。
自動車，電機製品，電気
製品向けの線ばね，薄板
ばね，線加工品，ナイロ
ンコーティング製品，電
流コイル製品の生産，販
売を行っている。
自動車用エアコン，ルー
ムエアコン用冷却系統制
御部品の開発，製造及び
販売。
派
遣
先
の
労
働
者
特
性
採用ルート
①求人広告（インター
ネット）
②ヘッドハンティング
③社員の推薦
ローカルの人材紹介会
社，派遣会社を利用して
いる。
①人材会社を通して募集
する。
②社内従業員の推薦。
①専門・経験者を募集す
るには，人事担当は，自
ら人材市場に通ってい
る。②派遣労働者に対し
て：派遣会社を利用して
いる。
労働者構成
正規：約1，300人
派遣：約2，400人
正規：22人
外包（派遣）：33人
全従業員：46人
派遣：5人
臨時工：8人
正規労働者：135人
派遣（外包）労働者：62人
学生工：20人
年齢
正規労働者の平均年齢：
35歳
派遣労働者の平均年齢：
35歳以下
不明 平均年齢：30歳以下 労働者は20代～40代ま
で，30代の労働者は全
体の6割を占めている。
学歴
高卒（7割）
専門学校卒・短大卒（3
割）
中卒がメイン，小卒が3
人
不明 高卒，技術学校卒がメイ
ン
派
遣
労
働
者
の
賃
金
・
待
遇
等
職務内容
①量販店の販売スタッフ
②物流担当
③事務職（総務の受付な
ど）
派遣労働者は各生産工程
（切断，組立，研磨，検査，
梱包）に割り当てられて
いる。
検品工程で，5人の派遣
労働者と8人の臨時工が
働いている。
製造1科と製造2科の生
産ラインで仕事をする。
賃金構成
基本給＋福利手当＋奨励
金
正規労働者：基本給＋皆
勤手当＋住宅手当＋通勤
手当＋職能手当＋役職手
当＋社会保険
派遣労働者：最低賃金＋
残業代
正規労働者：基本給＋技
能手当＋社会保険。（平
均 : 4，000元／月）
臨時工：20元／時給
正規労働者：基本給＋手
当（平 均：3，500元／月）
派遣労働者：20元／時間
正社員への
登用
あるが，極めて少ない。 2016年に，派遣労働者
から正規労働者に変わっ
たのは3人いた。6ヵ月
か9ヵ月ぐらい働いて，
優秀な人材を直接契約に
切り替える。
1年間の派遣期間を経
て，優秀な労働者と契約
を更新する。2年経った
ら，直接契約に切り替え
る。
2016年に，30人の派遣
労働者が正社員に変わっ
た。
派遣労働者
の労働組合
の組織率
労働組合はあるが，派遣
労働者は加入していな
い。
2008年に，労働組合を
設立した。派遣労働者は
加入していない。
2015年に設立したが，
派遣労働者は加入してい
ない。
労働組合は設立していな
い。派遣労働者は派遣会
社の労働組合にも加入し
ていない。
「労務派遣
暫定規定」
の実施に対
する対応
①派遣労働者を正規労働
者に転換
②労務派遣をアウトソー
シングに転換
偽装請負 10％遵守 派遣労働をアウトソーシ
ング（外包）に転換（偽
装請負）
表3 企業調査一覧表（労務派遣先）
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1 労務派遣先企業に対する聞き取り調査
⑴ Ｐ集団（上海）有限公司
周知のように，中国は1978年12月に中国共産党第11期中央委員会第3回
全体会議が開催され，「改革開放」路線が定まった。これをきっかけに，数多く
の外資系企業が中国に進出し始めた。Ｐ集団は，1980年代に中国で合弁会社を
設立し，早い段階で中国進出を実現した日系企業の一つである。今世紀に入っ
てから独資企業に変わり，家庭用電子機器から，電化製品，情報通信機器，およ
び住宅関連機器等に至るまでの生産，販売，サービスを行っている。今回，調査
対象となったのは上海の虹口区にあるＰ集団の上海子会社（以下，Ｐ社と略す）
である。調査は主に派遣労働者の個人の特質（年齢，学歴など），採用方式，賃金
構成，職務内容，派遣労働者の労働組合への加入状況，法規制の改正に対する
企業側の対応を中心に行った。以下はＰ社の人事課長からの聞き取りである。
労働者構成・採用方式：Ｐ社の労働者構成は正規労働者と派遣労働者の2種
類からなっている。正規労働者は約1，300人に対して，派遣労働者は約2，400
人であり，全体の約6割を占めている。労働者の採用に関しては，①インター
ネットに求人広告を出し，面接の上，採用する方法，②ヘッドハンティング会
社を通じて，優秀な人材を獲得する方法，③社員の推薦の3つのルートがある。
派遣労働者の採用に関しては，Ｐ社が直接に選考試験を行い，採用したい労働
者を労務派遣会社と契約を締結させるという形をとっている。このようなやり
方は，直接，求める人材の選別が可能となるメリットが考えられる。
派遣労働者の年齢・職務内容と学歴：正規労働者の平均年齢は35歳で，派
遣労働者は35歳以下である。すなわち，派遣労働に従事している労働者は，
若年層が中心である。Ｐ社の派遣労働者は量販店の販売スタッフが中心であ
る。そのほかには，総務の受付などの事務職や物流担当などである。職務内容
からみると，ソフトウェア開発や，情報技術サービス業の企業と比べ，専門知
識や高度な技術を要せず，学歴は約7割が高卒であり，残りの3割は専門学校
卒，短大卒である。
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派遣労働者の賃金構成：賃金構成は，基本給，福利手当，奨励金の3つの部分
からなっている。福利手当は750元／月で固定している。奨励金は実績によっ
て3ヵ月に1回支給される。「販売現場の派遣スタッフは，毎月の福利手当よ
り，むしろ奨励金を期待しているかもしれない。販売実績によっては，1回で
給料の何倍も支給される人がいる」（人事課長談）。
サービス料：Ｐ社は派遣会社と契約を結び，派遣労働者一人につき，労務派
遣会社に60元／月のサービス料を支払っている。業務と雇用を人材サービス会
社に委託するアウトソーシングと比較すると，労務派遣のサービス料がやはり
低廉である。
労働組合：Ｐ社は労働組合が組織されているが，派遣労働者はＰ社の労働組
合に加入しておらず，労働組合の組合員はほとんど正規労働者である。Ｐ社の
派遣労働者が労務派遣会社の労働組合に加入しているか調べた結果，加入して
いないことが判明した。
法規制への対応：中国の労務派遣業に関する法規制は「中華人民共和国労働
契約法」（2008），「中華人民共和国労働契約法実施条例」（2008），「『中華人民
共和国労働契約法』の修正に関する決定」（2013）が挙げられる。そのほか，2014
年3月1日より「労務派遣暫定規定」が施行され，その第4条は「派遣先は派
遣労働者の数を厳格に制限しなければならず，使用する派遣労働者の数は派遣
先で使用する労働者総人数の10％を超えてはならない」と法律で初めて派遣
労働者の割合について明確に規制した。派遣労働者を多く使っているＰ社は，
①業務遂行能力の高い派遣労働者を正社員化するか，②労務派遣の代替として
販売スタッフなどのポジションをアウトソーシングするか，今検討中である。
⑵ 蘇州Ｍ有限公司
蘇州Ｍ有限公司は，蘇州の高新区に立地し，2004年10月に設立された日系
企業である。本社は日本の大阪府にあり，製造のメイン拠点は蘇州Ｍ有限公司
となっている。主に，プラスティック光ファイバー加工と応用製品及び部品加
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工，光ファイバー・センサ，光ファイバー・ライトガイドの設計・製造を行っ
ている。製品の販売先は，オムロンやフォックスコンなどが多い。当初中国に
進出したきっかけは，日本の人件費の高騰と中国の人件費の安さ，またこれか
らの経済の方向を考慮して中国に進出した。この3年間，蘇州工場で利益を上
げ，年間20％ぐらいの伸び率で成長している。その背景は，中国の経済発展
につれ，中国人の給料が増え，iPhoneのような高級品もみんな当たり前のよう
に買えるようになった。フォックスコンとの関係で購入する部品も増えてき
て，業界の成長に伴って，蘇州Ｍ有限公司も収益を大きく上げた。
労働者構成・採用方式：全従業員は55人，そのうち，正規労働者22人，そ
の他の33人の労働者は派遣会社から派遣されている。実際はこの33人の労働
者に関して，労働者と派遣会社の間では「アウトソーシング」の契約を締結し
ている。形式上はアウトソーシングだが，実際の運用のやり方は派遣と同じで
ある。いわゆる偽装請負である。管理スタッフは5人で，そのうち日本人が1
人，ローカルスタッフは4人である。労働者の募集ルートに関しては，蘇州地
元の人材会社と派遣会社に依頼している。
派遣労働者の職務内容：生産工程は切断，組立，研磨，検査，梱包に分けら
れ，派遣労働者は工程ごとに割り当てられている。組立の工程では一番派遣労
働者が多く使用されているが，最後の検査の工程は，経験のある正規従業員に
任せている。
賃金構成：正規労働者の賃金構成は最低賃金，皆勤手当，住宅手当，通勤手
当，職能手当，役職手当，社会保険からなる。新しく入ってきた派遣労働者に
対しては，最低賃金の基準で報酬を支払う。
労働組合：Ｍ社は2008年に工会を設立した。「工会を設立したきっかけ」に
ついて，蘇州の高新区総工会が高新区内のすべての企業が工会を設立するよう
と呼びかけたからである。工会主席は，財務部の仕事も兼ねている。「工会は，
労使間の間に立ち，労働者の権益を守る役割を果たすべきだ。わが社では，今
まで労働者が経営側に不満を持ち，工会に経営側の文句に言いに来る人がいな
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いため，今まで工会の仕事は，主に福利厚生の面に集中している。例えば，端
午節に，工会の会員に粽を配ったり，従業員の誕生日の日に，誕生日ケーキを
買って祝ってあげたり，中秋節に月餅を配ったりすることなどが挙げられる」。
「派遣労働者は工会に加入しているか，またその福利厚生を享受できるか」と
いう質問に対し，「派遣労働者は正規労働者ではないので，工会に入っていな
い。当然，福利厚生も享受できない」との回答だった。
正規化：「現在は直接労働者の募集をしていない。派遣労働者は半年か9ヵ
月働いて，弊社としてほしい人材であれば，直接契約に切り替えてもらうよう，
派遣会社にお願いする」とのことだった。2016年に派遣労働者から正規労働
者に転換したのは3人であった。
⑶ 蘇州Ｙ金属製品有限公司
蘇州Ｙ金属製品有限公司は蘇州市高新区に立地し，2005年8月に設立した
日系独資企業である。Ｙ金属製品有限公司の事業内容は，主に自動車，電機製
品，電気製品向けの線ばね，薄板ばね，線加工品，ナイロンコーティング製品，
電流コイル製品の生産，販売を行っている。広州小糸車灯有限公司，武漢萬宝
井汽車部品有限公司，蘇州不二工機などが主要の取引先である。今回は，蘇州
Ｙ金属製品有限公司でＷ工場長に会い，会社の労務管理，とりわけ派遣労働者
の使用状況について聞き取り調査を行った。工場長のＷ氏（日本人）は，2010
年5月に蘇州に赴任し，それまで，日本にある本社工場に務めていた。
労働者構成・採用方式：従業員数は46人，工場長が1人（日本人），管理部
2人，営業部7人，製造部18人，品質保証部18人である。品質保証部の検品
工程では，8人の臨時工と5人の派遣労働者を使用している。会社の管理部
は，人事，財務，総務業務を行っている。労働者の採用方法に関しては，①技
能，経験のある労働者を求める際に，独自或いは人材会社を通して募集する。
②ブルーカラーに関しては，2社のローカル人材サービス会社に依頼してい
る。③社内従業員の推薦，という3つのルートがある。
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董事長・兼総経理
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管理部
（ 2名）
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製造部
（18名）
品質保証部
（18名）
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賃金構成・勤労時間：正社員の賃金構成は基本給，技能手当，社会保険から
なり，平均賃金は4，000元／人・月である。基本給は蘇州の最低賃金に基づく。
8人の臨時工とは月ごとの契約となり，勤務時間は8：30から20：00まで
（12：00～12：50，18：00～18：30は休憩時間）と決められている。そのため，
臨時工にとって，平日に残業はない。もし早めに帰宅する場合は，その分を給
料の中から引かれることになる。土日出勤の場合は，残業として残業代を支給
する。臨時工の賃金に関しては，時給は20元／時間と計算されている。月ごと
に契約するため，臨時工の社会保険料を納付していない。その代わり，その分
を給料に上乗せして支払う。
正規化・離職率：1年間の派遣期間を経て，企業側は労務派遣会社を通し
て，優秀な労働者と1回労働契約を更新する。2年経ったら，正規労働者に転
換する。工場長の話によると，労働者の平均年齢は30歳以下であり，40歳以
上の人は1人しかいない。離職率は30％近くなっている。「仕事がいやでやめ
たというよりは，妊娠したり，主人が他の都市に出稼ぎに行ったりして，いわ
ゆる自己都合退職がメインである」とのことだった。
図10 蘇州Ｙ金属製品有限公司組織図
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総経理
副総経理
品管科営業・資材・生計総務科財務科 製技科
製造 2科製造 1科
製造部
労働組合：2015年より労働組合が設立されたが，労働組合に加入していた
のは正規労働者だけである。労働組合の主席は製造部の部長が兼任している。
⑷ 蘇州Ｄ工業有限公司
蘇州Ｄ工業有限公司は，蘇州市呉中経済開発区に立地し，2003年7月に設
立された日系企業である。事業内容は，主に自動車用エアコン，ルームエアコ
ン用冷却系統制御部品，新型機械関連部品の開発，製造及び販売である。今
回，聞き取り調査を受けたのは，当社の総経理に勤めているＨさんである。Ｈ
さんは，2006年から2011年に一度蘇州に駐在した経験があり，2014年からは
2回目の駐在である。
労働者構成・採用方式：2017年7月末時点で，従業員は217人を抱え，そ
のうち，現場の作業者（ワーカー）が158人である。158人の作業者のうち，82
人（学生工13）20人を含む）が派遣会社から派遣されている。日本からの駐在
員は二人いて，Ｈさんは副総経理で，もう一人のＮさんは製造部長を務めてい
る。
13）学生工：エアコンの冷却系統制御部品を生産している会社なので，季節によって人手の
調整が必要になる。夏の6月末から8月末まで学生工を使っている。9月になったら生産
が落ちてくる時期なので，学生工も学校に復帰する。12月の繁忙期には，学生の冬休み期
間を利用して，派遣会社に学生工を派遣してもらう。
図11 蘇州Ｄ工業有限公司組織図
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総務科が労働者の募集及び会社全般の事務を担っている。ブルーカラーの募
集よりは，スタッフ，いわゆるホワイトカラーの募集に力を入れている。例え
ば，製造部門の管理者，専門・経験者を集めるために，人事の担当者は自ら人
材市場へ足を運ぶ。派遣労働者の利用は2015年後半から始まり，採用方法に
関しては，先に派遣会社から推薦してもらい，Ｄ社の製造科長と総務の担当者
が面接を行い，決まった労働者を派遣会社と契約を締結させるという形をとっ
ている。
派遣労働者の職務内容：派遣労働者は主に製造1科と製造2科の生産ライン
で仕事をしている。派遣労働者がかたまらないように，班ごとに派遣労働者を
割り当てている（組織図参照）。
派遣労働者の勤務時間：二交代制であり，日勤の場合は8：30から17：30
まで（昼休みは1時間），夜勤の場合は20：30から5：30までで，18時から
20：30まで，6時から8：30までは残業時間である。残業を入れると，労働者
は平均して1日に10．5時間働いている。これは正規労働者であれ派遣労働者
であれ同じである。
労働者の年齢と学歴：労働者は20代から40代まで，そのうち30代が大半
を占め，全体の60％を占めている。男は52人，女は106人。組立ラインの仕
事は，忍耐力が必要な作業であり，女性は根気があるため，単純な作業には耐
える力がある。そのため，女性のほうが多く採用される。学歴に関しては，高
卒，技術学校卒がメインである。
労働者の賃金構成：正規労働者の場合は基本給＋手当からなる。基本給は蘇
州市の最低賃金に基づく。手当は職能手当，職務手当，電話代，環境手当，14）
通勤手当，高温手当15）からなる。残業代を入れて，正規労働者の平均賃金は
3，500元／月である。
14）環境手当：安全衛生上，環境がよくないラインで働いている労働者に支給する手当。
15）高温手当：中国では毎年6月から9月までの4ヵ月間，常時33度（33度を含まない）を
超える気温下で作業を行う従業員に対しては高温手当の支給が義務付けられている。
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派遣労働者に関して，基本給＋手当（環境手当，高温手当）＋社会保険から
なり，一人に約20元／時間の金額で（残業代の計算は法律に従う）Ｄ社が派遣
会社に支払い，派遣会社が管理費，社会保険などの費用を引いたあとの金額を
派遣労働者に支給する。
労働組合：Ｄ社は，労働組合を設立していない。Ｄ社の派遣労働者も派遣会
社で労働組合に入っていないことが明らかになった。
派遣労働者の正規化：2016年に，約30人の派遣労働者が正規労働者に転換
した。具体的な手続きを聞くと，契約書の中に「一年経って，双方同意する場
合，正社員に転換することができる」と書かれている。Ｄ社は正社員率を上げ
たいが，なかなか上げられないという。蘇州の開発区に立地しているため，よ
そからの出稼ぎ労働者が多く，地元の労働者が少なく，定着率が低い。離職率
に関しては，30％／月の割と高い数値になっている。
法規制への対応：「派遣労働者数62人で全従業員の約35％を占めている。
中国政府は2014年3月より派遣労働者数を規制しているが，御社のこれから
の対応は」という質問に対し，副総経理は「うちは，請負，つまりアウトソー
シングという形をとる」と答えた。
2 労務派遣先企業に対するアンケート調査
次に，蘇州Ｍ社，蘇州Ｙ社，蘇州Ｄ社3社から集計したデータに基づき，派
遣労働者の年齢構成，戸籍，学歴，勤務期間，賃金，満足度を中心に考察し，
長江デルタの中小企業における労務派遣の特質を析出したい。
⑴ 労働者の年齢構成
表4は，労務派遣先である蘇州Ｍ社，蘇州Ｙ社，蘇州Ｄ社の労働者の年齢別
構成のデータを掲げている。蘇州Ｍ社の年齢の判明する労働者から集計したデ
ータは47部あり，そのうち正社員は20代，30代，40代の各年齢層に散在し，
20代が7人，30代が6人，40代が正社員の中で一番多く，10人が勤務してい
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る。一方，派遣労働者に関しては，40代以上の派遣労働者は0人，10代の派
遣労働者が1人，20代が16人，30代が5人であり，派遣労働者は10代から
30代に集中している。
同じ状況は蘇州Ｄ社の統計データからも見られる。蘇州Ｄ社では正社員の場
合，10代が1人，20代が25人，30代が54人，40代が22人，50代が3人，
各年齢層に正社員が散在していて，30代が全体の3割を占めている。派遣労
働者の場合は，10代が2人，20代が16人，30代が22人おり，40代以上の派
遣労働者がいない。派遣労働者の年齢層は比較的若い労働者に集中しているこ
とが明らかになった。
⑵ 労働者の戸籍
次に，労働者の戸籍について考察する。中国は1958年以来，戸籍制度の実
施によって都市と農村を分離する二元社会が形成された。経済発展に伴い，
数多くの農村戸籍の労働者が都会に流入し，派遣労働者，臨時工など非正規労
働者として働かされている。表5は，3社の正社員，派遣労働者，臨時工，
その他，いわゆる雇用形態別に戸籍の集計を表している。戸籍は農村戸籍，
都市戸籍，農村戸籍転都市戸籍（もともとの出身は農村戸籍だが，現在は都
年 齢
蘇州Ｍ社 蘇州Ｙ社 蘇州Ｄ社
正社員 派遣 臨時工 正社員 臨時工 派遣 正社員 派遣 臨時工 その他
10代 0 1 0 0 0 0 1 2 10 0
20代 7 16 2 4 5 2 25 16 6 2
30代 6 5 0 3 5 1 54 22 4 0
40代 10 0 0 1 0 0 22 0 0 0
50代 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0
合 計 23 22 2 8 10 3 105 40 20 2
表4 労務派遣先の労働者の年齢構成
注：3社とも年齢の判明する労働者のみの集計。
蘇州Ｍ社は47人，蘇州Ｙ社は21人，蘇州Ｄ社は167人である。
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市戸籍取得）の3つのタイプに分類されている。蘇州Ｍ社は，集計した派遣
労働者22人のうち，都市戸籍はわずか1人で，農村戸籍転都市戸籍の労働者
が2人，残りの19人は全部農村戸籍の労働者である。蘇州Ｙ社の場合，派遣
労働者も臨時工も全員農村戸籍である。蘇州Ｄ社の集計データでは，派遣労働
者は農村戸籍から都市戸籍に転じた労働者を除いて，残りの派遣労働者40人
は全員農村戸籍である。蘇州Ｍ社，Ｄ社，Ｙ社はいずれも製造企業であり，
3社の集計データから見ると，製造企業における派遣労働者の出身は農村戸籍
の労働者が多い。また，企業全体の労働者の出身から見ても，農村戸籍の労働
者はＭ社では67％を占め，Ｙ社の農村戸籍労働者は81％を占め，Ｄ社は85％
を占めている。江蘇省の都市化率は2015年時点で66．5％に達している16）が，
製造企業はコストの面を考慮し，依然として多くの出稼ぎ農民工を利用してい
る。
⑶ 労働者の学歴構成
次に労働者の学歴構成について考察する。蘇州Ｍ社の場合，正社員も派遣労
16）「江蘇統計年鑑」2016年：http://www.jssb.gov.cn/2016nj/nj03/nj0302.htm，2017年11月1
日アクセス。
戸 籍
蘇州Ｍ社 蘇州Ｙ社 蘇州Ｄ社
正社員 派遣 臨時工 正社員 臨時工 派遣 正社員 派遣 臨時工 その他
農村戸籍 10 19 2 4 10 3 86 40 17 1
都市戸籍 9 1 0 3 0 0 17 0 2 1
農村戸籍転
都市戸籍 3 2 0 1 0 0 3 1 1 0
合 計 22 22 2 8 10 3 106 41 20 2
表5 労務派遣先の労働者の戸籍構成
注：3社とも戸籍の判明する労働者のみの集計。
蘇州Ｍ社は46人，蘇州Ｙ社は21人，蘇州Ｄ社は169人である。
農村戸籍転都市戸籍：もともと農民出身であるが，一定の条件を満たし，都市戸籍を取
得した労働者。
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働者も，中卒や高卒が多く，大卒及びそれ以上の学歴を持つ労働者は1人もい
ない。全体的に学歴が低い水準にとどまっている。蘇州Ｄ社は，正社員のうち，
大卒の学歴を持つ労働者は24人，全体の14％を占めている。一方，派遣労働
者の学歴は，中卒が22人，高卒13人，専門学校卒5人，大卒及びそれ以上の
学歴を持つ人はいない。以上，派遣労働者は中卒，高卒が多く，製造企業にお
いて高学歴の派遣労働者が少ないと言える。
⑷ 労働者の勤務期間
中国の法規制では，派遣労働に関して，派遣できる業界と期間は明確に定め
ていないが，「三性」（「臨時性」，「補助性」，「代替性」）いわゆる派遣労働者の
従事できる職位の特徴について規定した。その中の臨時性は期間6ヵ月を超え
てはいけない職位を指すことになる。
表7は蘇州Ｍ社，Ｙ社，Ｄ社の労働者の勤務期間を掲げたものである。勤務
期間に関しては，3ヵ月未満，3ヵ月～6ヵ月未満，6ヵ月～1年未満，1年
～3年未満，3年～5年未満，5年～10年未満，10年以上，7つの期間に分
学 歴
蘇州Ｍ社 蘇州Ｙ社 蘇州Ｄ社
正社員 派遣 臨時工 正社員 臨時工 派遣 正社員 派遣 臨時工 その他
学歴なし 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0
小卒 0 0 0 0 0 0 8 0 0 0
中卒 13 9 1 0 5 0 47 22 4 0
高卒 7 11 1 1 3 0 18 13 10 0
中専卒 2 2 1 3 1 1 8 5 4 1
大卒 0 0 0 3 1 2 24 0 2 0
大学院卒 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0
合 計 22 22 3 8 10 3 106 40 20 1
表6 労務派遣先の労働者の学歴構成
注：3社とも学歴の判明する労働者のみの集計。
蘇州Ｍ社は47人，蘇州Ｙ社は21人，蘇州Ｄ社は167人である。
中専卒：専門学校卒。
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けて集計した。蘇州Ｍ社の派遣労働者の勤務期間は3ヵ月未満が8人，3ヵ月
～6ヵ月未満が11人，つまり6ヵ月以内勤務の派遣労働者は派遣労働者総人
数の9割近くを占めている。一方，正社員の勤務期間の長期化が見られ，3年
～5年勤務した労働者が4人，5年～10年勤務した労働者が6人，さらに10
年以上勤務した労働者が7人いる。蘇州Ｙ社の場合，3人の派遣労働者のう
ち，3ヵ月～6ヵ月勤務の派遣労働者が1人，1年～3年勤務の派遣労働者が
2人いる。蘇州Ｄ社の正社員の場合，勤務期間1年～3年の労働者が一番多
く，全体の21％を占めている。次は5年～10年勤務の労働者が29人おり，全
体の17％を占めている。一方，派遣労働者の勤務期間は1年以内に集中して
いる。詳細は3年以上，いわゆる長期勤務の派遣労働者がおらず，3ヵ月未満
の派遣労働者が7人，3ヵ月～6ヵ月の派遣労働者は一番多く14人，6ヵ月
～1年の派遣労働者が7人，1年～3年の派遣労働者が13人いる。派遣労働
者は短期間で，特に6ヵ月以内の短期間で派遣されていることが明らかになっ
た。
勤務期間
蘇州Ｍ社 蘇州Ｙ社 蘇州Ｄ社
正社員 派遣 臨時工 正社員 臨時工 派遣 正社員 派遣 臨時工 その他
3ヵ月未満 1 8 1 0 2 0 5 7 18 0
3ヵ月～6ヵ月未満 0 11 2 1 7 1 6 14 2 0
6ヵ月～1年未満 2 3 0 1 1 0 8 7 0 1
1年～3年未満 2 0 0 1 0 2 35 13 0 0
3年～5年未満 4 0 0 1 0 0 15 0 0 0
5年～10年未満 6 0 0 2 0 0 29 0 0 1
10年以上 7 0 0 2 0 0 8 0 0 0
合 計 22 22 3 8 10 3 106 41 20 2
表7 労務派遣先における労働者の勤務時間
注：3社とも勤務期間の判明する労働者のみの集計。
蘇州Ｍ社は47人，蘇州Ｙ社は21人，蘇州Ｄ社は169人である。
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職務内容
蘇州Ｍ社 蘇州Ｙ社 蘇州Ｄ社
派遣 派遣 派遣
生産職 22 3 41
事務職 0 0 0
管理職 0 0 0
合 計 22 3 41
表8 労務派遣先における派遣労働者の職務内容
注：3社とも職務内容の判明する労働者のみの集計。
蘇州Ｍ社は22人，蘇州Ｙ社は3人，蘇州Ｄ社は41人
である。
⑸ 労働者の仕事内容及び賃金
職務内容を生産職，事務職，管理職に分類して，派遣労働者の仕事内容につ
いて考察した。蘇州の3社とも製造企業であり，集計した派遣労働者の職務内
容は全部生産ラインに配属され，ブルーカラーとして働いていることが判明し
た。
労働者の賃金に関しては，1，001元～2，000元，2，001元～3，000元，3，001元
～4，000元，4，001元～5，000元，5，001元以上の5つのランクに分けてデータ
を集計した。正社員の賃金は労働者の個人の特性，年功，能力によって賃金は
異なっている。派遣労働者の場合，集計した蘇州Ｍ社の20人の派遣労働者の
うち，19人の賃金は3，001元～4，000元の間であることが明らかになった。ま
た，蘇州Ｄ社の場合，集計した38人の派遣労働者のうち，3，001元～4，000元
は31人で，派遣労働者全体の約8割を占めている。蘇州Ｙ社の派遣労働者数
はもともと少なく，臨時工と派遣労働者のデータを考察すると，集計した9人
の臨時工の賃金はいずれも3，001元～4，000元の間であり，派遣労働者3人の
うち，2人の賃金もこの枠内である。
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⑹ 労働者の不満
表10は労務派遣先における労働者の困ったことを掲げている。労働者の
困ったことに関しては，①収入，②残業，③人間関係，④その他，⑤困ったこ
とがない，5つの項目を分けて考察した。
蘇州Ｍ社は，正社員であれ，派遣労働者であれ，収入に対する不満がある労
働者がそれぞれ13人おり，全体の6割を占めている。次に，集計したデータ
から見ると，Ｍ社の派遣労働者は残業に対する不満が表れていないが，正社員
賃金（元）
蘇州Ｍ社 蘇州Ｙ社 蘇州Ｄ社
正社員 派遣 臨時工 正社員 臨時工 派遣 正社員 派遣 臨時工 その他
1，001～2，000 1 0 0 0 0 0 1 1 0 1
2，001～3，000 7 0 0 1 0 0 3 5 6 0
3，001～4，000 9 19 2 3 9 2 67 31 7 1
4，001～5，000 3 1 0 2 0 1 26 1 0 0
5，001以上 1 0 0 2 0 0 4 0 0 0
合 計 21 20 2 8 9 3 101 38 13 2
困ったこと
蘇州Ｍ社 蘇州Ｙ社 蘇州Ｄ社
正社員 派遣 臨時工 正社員 臨時工 派遣 正社員 派遣 臨時工 その他
収入が少ない 13 13 3 4 7 2 63 32 15 2
残業が多い 7 0 0 0 0 0 8 1 0 0
人間関係 0 1 0 2 2 1 4 2 1 0
その他 1 8 0 2 1 0 22 4 3 0
困ったことがない 0 0 0 0 0 0 6 2 1 0
合 計 21 22 3 8 10 3 103 41 20 2
表9 労務派遣先における労働者の賃金
注：3社とも賃金の判明する労働者のみの集計。
蘇州Ｍ社は43人，蘇州Ｙ社は20人，蘇州Ｄ社は154人である。
表10 労務派遣先における労働者の困ったこと
注：3社とも困ったことの判明する労働者のみの集計。
蘇州Ｍ社は46人，蘇州Ｙ社では21人，蘇州Ｄ社は166人である。
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に残業が多いと不満を持っている人が7人いる。同じ傾向が蘇州Ｙ社でも見ら
れる。Ｙ社の場合，集計した正社員データの半分は収入が少ないと答え，3人
の派遣労働者のうち，1人は人間関係に困り，あとの2人は収入が少ないと答
えた。蘇州Ｄ社の場合，集計した103人の正社員のアンケートのうち，63人，
つまり正社員の約6割が収入に不満があり，集計した派遣労働者のアンケート
は41部あり，そのうち，収入に対する不満のある労働者は32人，派遣労働者
の約8割を占めていることが明らかになった。収入の次に，残業が多いこと，
人間関係に困っていると選んだ労働者も少数いた。
以上，蘇州にある3社の製造企業の労働者に対する年齢，戸籍，学歴，勤務
期間，職務内容，賃金，困ったことを中心に考察した。蘇州にある製造企業で
は，被派遣労働者はほとんどが若い世代の農村戸籍の労働者であり，彼らは学
歴が低いため（中卒，高卒が多い），短期間で（3ヵ月～6ヵ月未満）工場の
生産ラインで組立などの仕事に従事している。賃金は残業代を含んで約3，000
元～4，500元／月で，収入が少なく，残業が多いという不安を抱いている。今
回の調査では，サンプル数は限られているため，中国における労務派遣の全体
の現状を捉えるのは難しいが，製造企業における労務派遣の一面を窺えると言
えるだろう。
Ⅳ 長江デルタにおける労務派遣を巡る企業と労働者
――若干の総括――
ⅡとⅢでは，現地調査を通して，労務派遣の実相を考察した。調査で労務派
遣の制度と現実の運用について，いくつかの非対称性が見えてきた。①10％
の人数制限。「労働契約法」，「労務派遣暫定規定」の実施など，中国政府は派
遣労働者の権利擁護へ舵を切ろうとしている。しかし，現実には，一時期中国
で濫用されるまで展開した労務派遣を一気に10％以内に抑えるのは困難であ
り，企業側はやむを得ず労務派遣を他の労務形態（アウトソーシング，偽装請
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負）に転換させている。②同一労働同一報酬の不徹底。法規制では同一労働同
一報酬を規定しているが，現実では，ごく一部の企業を除き，特に中小企業で
は同一労働同一報酬の方針は守られていない。③制度上の労働者保護の方針に
もかかわらず，現実の労働組合の加入率の低さが挙げられる。
1 「労務派遣暫定規定」（2014）の10％の人数制限
今世紀に入り，中国は労働力不足と人件費の急騰に陥り，市場競争に勝ち残
るため，一部の企業は労働契約の不締結，試用期間の濫用，逆派遣，偽装請負
など，派遣労働者の権利を毀損する事態となった。『中国労働統計年鑑』の歴
年データによると，2000年に中国の仲裁機構が受理した労働争議は135，206
件だったが，「中華人民共和国労働契約法」が施行された2008年には693，465
件までに増加し，さらに2014年になると，715，163件と，2000年の約5倍に
激増し，労働争議の増加は深刻な状況になった。17）調和のとれた社会発展を図
り，派遣労働者の権利を守るため，中国政府は2014年3月1日に「労務派遣
暫定規定」を施行し，「派遣労働者は企業の総人数の10％を超えてはならない」
と明確化した。
現地調査では，この10％の人数制限に対して考察を行った。Ｐ社の場合は，
正規労働者は約1，300人おり，派遣労働者がその2倍の約2，400人である。す
なわち，派遣労働者の数がその10％の制限を大きく上回っている。蘇州Ｄ社
の場合は，2015年後半から派遣労働者を利用するようになり，2017年7月末
まで217人の総従業員のうち，82人の労働者（学生工20人含む）が人材サー
ビス会社から派遣されている。この82人の労働者はＤ社工場で働き，Ｄ社の
指示命令を受け，就業している。ところが，Ｄ社は法律面でのリスクを回避す
るため，実際の形態は派遣にもかかわらず，外包（アウトソーシング）の名目
で労働者を使用している。蘇州Ｍ社も全く同じやり方で偽装請負をしている。
17）国家統計局人口和就業統計司，人力資源和社会保障部規劃財務司（2015）：『中国労働統
計年鑑2015』，中国統計出版社，344～345頁。
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蘇州Ｙ社に関しては，総従業員は46人がおり，そのうち派遣労働者は5人，
臨時工が8人おり，10％の人数制限をわずか超えていることが明らかになっ
た。
10％の人数制限の実施により，労務派遣の持つ派遣先企業に対する利点が大
きく減殺されている。すでに濫用されていると言える労務派遣に対して，派遣
元，派遣先，それぞれどのように対応，検討しているだろうか。調査事例1～
4を元に考察すると，①法規制があるにも関わらず，依然として派遣労働者を
多数利用している企業，②極めて少数ではあるが，優秀な派遣労働者を正規採
用する企業，③他の労務供給形態の選択，つまり労務派遣からアウトソーシン
グへの切り替えを選択する企業（一部は偽装請負），④法律に従い，雇用調整
を行い，10％の人数制限を遵守する企業が存在していることが明らかになっ
た。また，派遣元の労務派遣会社に対する聞き取り調査では，Ｙ集団は10％
遵守を強調し，蘇州Ｃ社は，大企業は法律を遵守するが，一部の中小企業は派
遣業務をアウトソーシングに転換し，そのうち偽装請負の場合もあることを指
摘した。当然，労務派遣からアウトソーシングへの切り替えは，10％の人数制
限に対する一つの代替案であると言えるが，労務派遣よりサービス料が高くな
り，またアウトソーシングする業務の質・サービスが企業側の要求を満たせる
かどうか，大きなリスクが潜んでいると考えられる。
2 同一労働同一報酬の不徹底
「中華人民共和国労働契約法」（2008）では「被派遣労働者は労働者使用単位
の労働者と同工同酬（同一労働同一報酬）の権利を享有する。労働者使用単位
に同類職位の労働者がいない場合は，労働者使用単位所在地と同一又は近接す
る職位の労働者の労働報酬を参照して確定する」（第63条）と定め，同一労働
同一報酬の原則を強調した。18）今回の調査では，派遣労働者の賃金構造に対する
考察を行った。
派遣元である人材サービス会社に対する考察から見ると，Ｙ集団の場合は，
294 松山大学論集 第29巻 第5号
派遣労働者の賃金構成に対して，「派遣先の規定に従い，基本給＋各種手当」
と曖昧な回答であった。蘇州Ｃ社は，「大企業では，派遣労働者の賃金・待遇
はほぼ正規労働者と同じように視るが，中小企業では最低賃金さえクリアすれ
ばいい，同一労働同一報酬を守らない場合もある。また，ほとんどの大企業で
は，派遣労働者に対して，社会保険料も法律の規定に従い納付するが，一部の
小企業では，社会保険料の代わりに，商業保険を契約するケースもある」とい
うことが明らかになった。
派遣先のＰ社の派遣労働者の賃金構成は「基本給＋福利手当＋奨励金」であ
り，「基本給の部分は派遣労働者の職務内容，勤労意欲，実績によって，いく
つかのランクに分けられ，実際に派遣労働者に支給する基本給は地元の最低賃
金を超えている。派遣労働者の賃金構成は基本的に正規労働者とほぼ同じであ
り，同工同酬の実現に力を入れている」とのことであった。蘇州Ｍ社の場合は
派遣労働者に対して蘇州市が決めた当年度の最低賃金に基づき，残業代を加算
して労働者に支給する。蘇州Ｄ社の場合，正規労働者に対しては，基本給＋各
種手当＋社会保険で労働報酬を支給するが，派遣労働者に対して，時給20元／
時間・人の金額で派遣労働者に支給している。蘇州Ｄ社，蘇州Ｍ社とも，正規
労働者と派遣労働者の差別化が一目瞭然である。
図12は江蘇省の平均賃金と蘇州市の最低賃金の推移を表している。2015年
を例に，江蘇省の年平均賃金は67，200元であり，したがって，毎月の平均賃金
は5，600元になる。蘇州市の最低賃金は2015年時点で1，680元である。2000
年時点では，蘇州市の最低賃金は江蘇省の平均賃金の約4割ぐらいだが，その
後，平均賃金も最低賃金も上昇するが，最低賃金の上昇率が平均賃金より緩や
18）「『中華人民共和国労働契約法』修正に関する決定」（2013）は，「中華人民共和国労働契
約法」の第63条を「派遣労働者は労働者使用単位における労働者と同一労働同一報酬の
権利を享有する。労働者使用単位は同一労働同一報酬の原則に基づき，派遣労働者の当該
会社における同類職位の労働者と同一の労働報酬分配方案を実行しなければならない。労
働者使用単位に同類職位の労働者がいない場合，労働者使用単位の所在地において同一或
いは類似の職位の労働者の労働報酬を参考して確定する」と修正した。
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かであり，その間の格差がどんどん広がり，2015年になると，蘇州市の最低
賃金は江蘇省の平均賃金の約3割までに下がった。Ⅲの労務派遣先の派遣労働
者に対する考察を通して，派遣労働者の賃金構成は最低賃金＋残業代からな
り，すなわち，派遣労働者が平均賃金と同水準を求める場合，相当残業しなく
てはならない。蘇州Ｍ社，蘇州Ｙ社，蘇州Ｄ社の派遣労働者に対する調査で
は，ほぼ毎日2時間から3時間程度残業し，月には70時間から90時間程度残
業していることが明らかになった。これは「中国労働契約法」の規定する残業
時間の上限を遥かに超えている。19）日本でも，労働者に発症した脳・心臓疾患
を労災として認定する場合，月に80時間を超える時間外労働が認められる場
合，業務と発症との関連性が強いと判断することになる。20）派遣労働者は平均
図12 江蘇省における平均賃金と最低賃金の推移
注：江蘇省の平均賃金は江蘇省の年平均賃金÷12ヵ月によって計算されたもの。最低賃金
は蘇州市の歴年のデータに基づき作成。
出所：『江蘇統計年鑑』2016年版より作成。
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賃金に近い給料を手に入れるために，長時間残業が常態化している。表10の
労働者の困ったことという項目の調査でもこの傾向が見られる。残業が多い
が，収入が少ない，いわゆる働いてもお金が儲からない，「ワーキングプア」と
いう状況が蔓延している。
さらに，「同一労働同一報酬」に関して，まず「同一労働」の認定基準が依
然として曖昧な状態にあり，次に，「同一報酬」の報酬は，賃金だけを指すの
か，それともすべての福利厚生まで含まれているのか，派遣先によって理解が
千差万別である。当然，「中華人民共和国労働契約法」（2008）などの法規制の
実施により，企業側は「同一労働同一報酬」を目指し，法令遵守の傾向が見ら
れた。しかしながら，一部の企業は基本給だけでなく，福利手当や社会保険料
の納付などにおいても，「同工同酬」を徹底していない面が指摘できる。
3 制度上の労働者保護の方針と現実の労働組合の加入率の低さ
現在労使間の利害対立が表面化し，正規労働者と派遣労働者の間の格差問
題，同工不同酬，逆派遣などが世間の関心を集めていることから，今回の現地
調査では派遣労働者の労働組合の加入状況についてインタビューした。
19）「中華人民共和国労働法」（1994）第41条：雇用側の組織は生産経営の必要により，労
働組合及び労働者との協議を経た後に労働時間を延長することができるが，原則として毎
日が一時間を超えてはならない；特殊な原因で労働時間の延長が必要な時は，労働者の身
体健康を保障するとの条件の下で延長する労働時間は毎日が3時間を超えてはならない
が，但し，毎月が36時間を超えてはならない。
20）「脳・心臓疾患の労災認定」（厚生労働省，都道府県労働局，労働基準監督署）：疲労の
蓄積をもたらす最も重要な要因と考えられる労働時間に着目すると，その時間が長いほ
ど，業務の過重性が増すところであり，具体的には，発症日を起点とした1ヵ月単位の連
続した期間をみて，①発症前から1ヵ月ないし6ヵ月間にわたって，1ヵ月当たりおおむ
ね45時間を超える時間外労働が認められない場合は，業務と発症との関連性が弱いと評
価できること。②おおむね45時間を超えて時間外労働時間が長くなるほど，業務と発症
の関連性が徐々に強まると評価できること。③発症前1ヵ月間におおむね100時間又は発
症前2ヵ月ないし6ヵ月間にわたって，1ヵ月当たりおおむね80時間を超える時間外労働
が認められる場合は，業務と発症との関連性が強いと評価できることを踏まえて判断す
る。
http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/rousai/040325-11.html，2017年10月
10日にアクセス。
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労働組合が組織されている派遣先は上海Ｐ社，蘇州Ｍ社，蘇州Ｙ社である。
労働組合を設立している派遣元は上海のＹ集団である。これらの企業は労働組
合を設立しているにも関わらず，派遣労働者は一人も労働組合に加入していな
い。他の蘇州Ｄ社，蘇州Ｃ社では労働組合を設立していないが，派遣労働者が
派遣元或いは派遣先の労働組合に加入していないことが分かった。
「中華人民共和国労働契約法」（2008）の第64条では，「被派遣労働者は，労
務派遣単位又は労働者使用単位において法により労働組合に参加し，またはこ
れを組織し，自身の適法な権益を維持・保護する権利を有する」と規定した。
また，「関于組織労務派遣工加入工会的規定」（2009）によると，「労務派遣単
位と労働者使用単位は法律に従って労働組合を組織し，派遣労働者を労働組合
へ加入させる。派遣労働者は，先に労務派遣単位の労働組合に参加すべきであ
る。労務派遣単位に労働組合がない場合，派遣労働者は直接使用単位の労働組
合に加入することができる」と規定した。しかしながら，正規労働者の労働組
合への加入状況と比べ，派遣労働者の労働組合加入は実際，皆無状態にあるこ
とが明らかになった。
また，労働組合の役割に対する考察では，「端午節に粽を購入して，正規労
働者に配ること，中旬節に月餅を配ること，労働者の誕生日に誕生日ケーキ券
を配ることなど」，労働組合の役割はほとんど正規労働者の福利厚生に偏って
いる。派遣労働者が，たとえ賃上げなど経営側に不満があっても，労働組合を
通して，企業の経営陣に自らの権益を主張することはほとんどない。
法政策では，派遣労働者が派遣元，派遣先の労働組合に加入すべきだと規定
したが，現実では，たとえ派遣労働者が派遣元の労働組合に加入したとしても，
それぞれの派遣先が職場環境や仕事内容，賃金構成など異なっているし，派遣
労働者の求める権益も異なっている。派遣元の労働組合が，それぞれ違った労
働条件や福利厚生上の問題について派遣先と交渉するのは，事実上困難であ
る。また，派遣労働者が派遣先の労働組合に加入しても，「労務派遣暫定規定」
による10％の人数制限を考えると，全従業員の1割しか占めない派遣労働者
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の賃上げなどの要求に，派遣先の労働組合が経営者側と対抗できるかどうか疑
問である。
終 わ り に
本稿は中国における労務派遣の実際の運用状況に焦点を当て，現地調査を
通して実証的に考察した。企業調査等を実施することにより，労務派遣の制度
と現実の運用について，いくつかの非対称性が見えてきた。本論文はそれを，
①制度上の10％の人数制限，②同一労働同一報酬の不徹底，③制度上の労働
者保護の方針と現実の工会の加入率の低さという3点にまとめた。①に関して
は，すでに濫用されていると言える労務派遣に対して，派遣元，派遣先の対応
として，ａ）極めて少数ではあるが，優秀な派遣労働者を正規採用する，ｂ）
多くは他の労務供給形態の選択，つまり労務派遣からアウトソーシングへの切
り替えである（その中に，法律の規制を回避するため，偽装請負をする企業も
潜んでいる）ことが明らかになった。②に関しては，制度上では，「被派遣労
働者は使用単位の労働者と同工同酬（同一労働同一報酬）の権利を享有する」
と規定したが，「同一労働」の認定基準が依然として曖昧な状態にあり，また
「同一報酬」の報酬は，賃金だけを指すのか，それともすべての福利厚生まで
含まれているのか，派遣先によって，理解が千差万別であることが明らかに
なった。③に関しては，正規労働者の工会への加入状況と比べ，派遣労働者の
工会加入は極めて少なく，ほぼ皆無状態（特定の大企業を除く）にある。
本研究に関する課題は，まだいくつか残されている。一つは，労務派遣人数
10％超禁止の規制に対し，多くの企業が「派遣をアウトソーシング（外包）へ
切り替える」という対応策をとった。一部の企業は管理リスクを回避するため，
実態は派遣にもかかわらず，偽装請負の形で労働者を雇用している。これらの
企業の動向に注目し，考察する必要がある。もう一つは，中国政府は，「同一
労働同一報酬」を主張しているが，現実にはその徹底状況は明らかではない。
これから，法規制の整備に伴い，企業側も派遣側も経営方針や労務管理に対す
長江デルタにおける労務派遣を巡る企業と労働者 299
る理念・手法が徐々に変化していくだろう。今後，これらの課題に注目し，さ
らに研究を深める必要がある。
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